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第１章:公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 
 

第１章 公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 
 

(１) 計画の背景 

・我が国の公営住宅制度は、終戦直後、戦災者や引き揚げ者に対する住宅を確保するために

閣議決定された「戦災都市応急簡易住宅建設要綱（昭和 20 年）」に基づく越冬用応急簡

易住宅の建設に始まり、「公営住宅法（昭和 26 年法律第 193 号）」の制定によって恒久

性と計画性をもった制度として確立されました。 

・本村はこれまで、第３次蓬田村総合計画を策定し、村の総合的な施策運営の一環として公

営住宅の維持管理を進めてまいりました。 

・このような経緯を経て本村は、平成３１年２月現在、３団地 8４戸の公営住宅を管理して

います。 

・近年、50 年代に建設された住宅の老朽化が進行してきたことから、今後の人口動向や福

祉施策との連携を促進し、計画的な維持管理、効率的な活用とその財源の確保を図るなど、

公営住宅の長期的な維持管理のための計画策定の必要性が高まってきました。 

・公営住宅等の長寿命化を図り、ライフサイクルコスト（LCC）の縮減を目指すためには、 

① 定期的な点検等の確実な実施やその結果を踏まえた早期の修繕の実施 

② 計画的な修繕による予防保全管理の実施 

③ 長寿命化に資する改善事業の実施 

これらの取組みの重要性が高まっています。 

 

(２) 計画の目的 

・平成２４年度策定の第３次蓬田村総合計画を受け、厳しい財政状況下において、公営住宅

ストックの効率的かつ円滑な更新を行い、公営住宅の需要に的確に対応するとともに、確

実な長寿命化を図ることでライフサイクルコストの縮減に繋げていくことを目的に、「蓬

田村公営住宅等長寿命化計画書」（以下、「本計画」という。）を策定します。 

・本計画は、これまでの本村の公営住宅建設の経緯や考え方を継承しつつ、住宅に困窮し営

住宅を必要とする階層の需要に焦点を定め、その必要戸数を算定し、用途廃止、建替えや

居住性向上のための各種個別改善事業及び長寿命化型改善事業等について検討を行い、策

定するものです。 
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第１章：公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 

 

(３) 人口・世帯の状況 

・平成 2７年の国勢調査によると、本村の総人口は２,８９６人、総世帯数は９５３世帯とな

っています。 

・人口は、昭和６0 年から減少を続けており、平成２２年から平成 2７年の 5 年間では３７

５人の減少となっています。 

・世帯数は、昭和 60 年から徐々に減少で推移しており、平成２２年から平成 2７年の 5 年

間では 10９世帯の減少となっています。 

・平均世帯人員は、平成 17 年では３．４人／世帯、平成 2７年では３．０人／世帯となっ

ており、世帯の小規模化が進んでいます。 
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図 1-1 総人口、総世帯数の推移 
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第１章:公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 
 

(4) 年齢別人口の状況 

・年齢別人口は、65 歳以上の老齢人口が増加し、15～64 歳の生産年齢人口及び 14 歳以

下の年少人口が減少しており、少子高齢化が進行しています。 

・平成 27 年の国勢調査によると、14 歳以下の年少人口は 291 人（10.1％）、15～64

歳の生産年齢人口は 1,500 人（５２．３％）、65 歳以上の老齢人口は 1,０８０人（３７．

６％）となっており、65 歳以上の老齢人口が総人口の約 4 割を占めています。 

 

 

 

 
 
※ 本計画中に示されている表・グラフ等の数値において、端数処理により各数値の合計と

合計欄の数値に相違が生じているものがあります。 

 

図 1-2 年齢別人口の推移（国勢調査による） 

 

図 1-3 年齢別人口構成比の推移（国勢調査による） 
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第１章：公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 

 
・5 歳階級別人口の推移をみると、人口の多い年齢層は、平成 2 年では 55～59 歳の 443

人、平成 12 年では 65～69 歳の 438 人、平成 22 年では 75～79 歳の 373 人となっ

ています。 

・平成 12 年と平成 22 年を比較すると、74 歳以下の人口は減少し、75 歳以上の人口が

増加しています。この結果からも少子高齢化の進行が見受けられます。 

 

 

 

 

図 1-4 5 歳階級別人口の推移 

表 1－1 5 歳階級別人口の推移 
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第１章:公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 
 

(5) 子育て世帯・高齢者世帯数の状況 

・国勢調査による子育て世帯の推移をみると、平成 2７年では 6 歳未満の親族のいる世帯は

７６世帯（７．９７％）、6 歳以上 18 歳未満の親族のいる世帯が２０２世帯（２１．２

０％）となっており、平成１2 年と比較すると、6 歳未満の親族のいる世帯は７５世帯の

減少、6 歳以上 18 歳未満の親族のいる世帯が１３３世帯の減少となっています。 

・高齢者世帯の推移をみると、平成 2７年では 65 歳以上の単身世帯は１１９世帯（１２．

４９％）､65 歳以上の夫婦のみの世帯が１３５世帯(１４．１７%)となっており、平成１

２年と比較すると 65 歳以上の単身世帯は１６世帯の減少、65 歳以上の夫婦のみの世帯

が５８世帯の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 子育て世帯数・高齢者世帯数の推移 

図 1-6 子育て世帯数・高齢者世帯数構成比の推移 
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第１章：公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 

 

（6）住宅所有関係別世帯数の状況 

・平成 2７の国勢調査による住宅所有関係別世帯数は、持ち家が８７０世帯（９１．８７％） 

公的貸家が６１世帯（６．４４％）、民間借家が６世帯（０．６３％）、給与住宅が３（０．

３２％）、間借り等が７世帯（０．７４％）となっています。 

・構成比の推移をみると、持ち家の比率は徐々に減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 住宅所有関係別世帯数の推移 

表 1－2 住宅所有関係別世帯数の推移 
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第１章:公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 
 

 

 

 

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
間借り 0.61% 0.00% 2.04% 0.74%
給与住宅 0.61% 0.40% 0.20% 0.32%
民間借家 1.84% 1.51% 1.74% 0.63%
公的借家 2.86% 3.02% 3.27% 6.44%
持ち家 94.08% 95.07% 92.75% 91.87%
合計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-8 住宅所有関係別世帯数構成比の推移 

表 1－3 住宅所有関係別世帯数の推移 
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第１章：公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 

 

（７）住生活基本計画（全国計画） 

・国は、平成２８年度から平成 3７年度までの 10 年間の計画として、「住生活基本計画（全

国計画）」を平成 2８年 3 月に策定しています。 

 

名  称 住生活基本計画（全国計画） 

策定主体 国（国土交通省住宅局住宅政策課） 

策定年次 平成 2８年 3 月 

計画期間 平成 2８年度～平成 3７年度 

施策の基本的な方針 

① 「居住者からの視点」 

目標 1 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

目標２ 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

 

② 「住宅ストックからの視点」 

目標 4 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築 

目標５ 建替えやリフォ－ムによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

目標６ 急増する空き家の活用・除却の推進 

 

③ 「産業・地域からの視点」 

目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

目標８ 住宅地の魅力の維持・向上 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-4 住生活基本計画（全国計画）の概要 
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第１章:公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 
 

（８）青森県住生活基本計画 

・青森県は、平成 2８年度から平成 3７年度までの 10 年間の計画として、「青森県住生活

基本計画」を平成２９年 3 月に策定しています。 

 

名  称 青森県住生活基本計画 

策定主体 青森県 

策定年次 平成 2９年 3 月 

計画期間 平成 2８年度～平成３７年度 

施策の基本的な方針 

① 「住まい手」の視点 

目標 1 子育て世帯や高齢者を地域で支え合う住環境の形成  

目標２ 公共と民間、それぞれの役割に応じた住宅セ－フテイネットの形成 

 

② 「住環境」からの視点 

目標３ 良質な住宅を次世代につなげる社会の実現 

 目標４ 青森の風土に根ざした安全で健康な住環境の形成 

  

③ 「住宅関連産業」からの視点 

目標５ 伝統と革新の合わせ技による住宅関連産業の振興 

 

④ 「住教育」からの視点 
目標６ ライフスタイルに応じた住生活を実現するリビングリテラシ－の醸成 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-5 青森県住生活基本計画の概要 
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第１章：公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 

 

（９）第３次蓬田村総合計画 

・本村は、平成２４年度から平成３３年度までの 10 年間の計画として、「第 3 次 蓬田村

総合計画」を平成２４年度に策定しています。 

 

名  称 第３次 蓬田村総合計画 

策定主体 蓬田村 

策定年次 平成２４年度 

計画期間 平成２４年度～平成３３年度 

基本理念 

共生 － 自然環境を大切にしながら、自然に親しみ守っていく村づくりを目指

します。 

創生 － 村のさまざまな資源を活用し、アイデイアや知恵を生かした、 

創造性豊かな人づくりをめざします。 

交流 － 新しい出会いやふれあいをさかんにし、 

    個性豊かな村づくりをめざします。 

町の将来像 豊かな自然と共生する活力のみなぎる村 

計画の基本目標と将来像 

基本目標 豊かな自然と共生する活力のみなぎる村 

◆ 自然・生活環境 － 緑豊かな快適な村づくり 

◆ 保険・医療・福祉 － 健やかでふれあいのある村づくり 

◆ 教育・文化・人づくり － はつらつとした創造性豊かな人づくり 

◆ 産業 － 活力ある産業の村づくり 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-6 第３次蓬田村総合計画の概要 
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第１章:公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

 
 

施策の大綱 

１．緑豊かな快適な村づくり 

（１）自然環境の保全 

（２）快適な生活環境の確保 

（３）安全な暮らしの確保 

（４）安心できる生活環境 

（５）交通・交流ネットワ－クの整備 

（６）自然と共生できる土地利用 

（７）うるおいのある居住環境の確保 

２．健やかでふれあいのある村づくり 

（１）健康の保持 

 （２）充実した福祉社会 

 （３）子育て支援 

 （４）安心できる長寿社会 

 （５）安定した生活と年金・保険の充実 

３．はつらつとした創造性豊かな人づくり 

 （１）青少年の健全育成 

（２）生涯学習・スポ－ツの振興 

（３）個性豊かな地域文化の創造 

４．活力ある産業の村づくり 

（１）農林水産業の振興 

（２）地域産業の育成 

（３）観光の振興 
 

 

 

計画の推進 

１：住民と行政が共通の認識を持ち、一体となって協力して地域づくりを進め、基本構想 

  に掲げた施策の実現に努めます。 

２：厳しくなる財政事情をふまえ、各種事務事業、組織機構の見直しや行政ニ－ズを的確 

にとらえ、行政のスリム化、効率化を推進し、地域住民の福祉向上を図る行政運営に 

努め、個性ある地域づくりを進めるために地方分権を促進します。 

３：広域行政圏である青森地域の一体的な発展と交流を進めるために、各市町村間の体制強 

化に努めます。 

 
 

 

 

 

表 1-7 施策の大綱 

表 1-8 計画の推進 
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第２章：計画期間 

 
 

第２章 計画期間 

 

・本計画は、事業内容、実施時期、各住棟の供用期間等を検討して「長期的な管理の見通し」

を作成し、その結果を踏まえ中長期（３０年間程度）の検討を行うこととします。          

 

・当面の 10 年間（平成３１年度から平成４０年度）を計画期間と設定することとする。 

 

・策定後、社会情勢の変化、事業の進歩状況等に応じ、地域住宅計画の見直しと連動して   

5 年を目処に定期的な見直しを行うこととします。 

 

・本計画の対象となる住宅は、蓬田村が管理する公営住宅とします。 
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第３章：公営住宅の状況 

 

第３章 公営住宅等の状況 
 

１． 管理戸数・空室の状況 
 

 よもっと団地                    （※平成 30 年 12 月現在） 
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第３章：公営住宅の状況 

 

 宮本団地                       （※平成 30 年 12 月現在） 
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第３章：公営住宅の状況 

 
 大館住宅団地                     （※平成 30 年 12 月現在）                                                                
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第３章：公営住宅の状況 

 

２． 入居者概要 

 

 よもっと団地                       （※平成 30 年 12 月現在） 

   

１．

３． 世帯 戸 戸 戸 戸

収入 戸 戸 戸 戸

４．

５．

６． /

７． /

７人以上

世帯区分別世帯数：

46 世帯

高齢者世帯
(65歳以上の単身者及び夫婦世帯)

2世帯

５人

単独世帯

0世帯

１人

7世帯

17世帯

－ 人 109 人

全入居世帯のうち高齢者が居住する世帯の状況： 17 世帯

9世帯

8世帯

夫婦及び子の世帯

12世帯

 1人親世帯

9世帯

8世帯

２人 ３人 ４人

1世帯19世帯

158,001～
186,000

６人

人/世帯

入
居
者
概
要

全入居者のうち障がい者の入居者数：

世帯人員別世帯数：

104,000以下

1

２．

139,001～
158,000

2

2.3

3

平均世帯人員：世帯入居戸数（世帯数）：

123,001～
139,000

33
104,001～
123,000

46

3

0
186,001～
214,000

2
214,001～
259,000

2 259,001以上

 
 

 

 

 

 

 宮本団地                          （※平成 30 年 12 月現在） 

   

１．

３． 世帯 戸 戸 戸 戸

収入 戸 戸 戸 戸

４．

５．

６． /

７． /

5
186,001～
214,000

1
214,001～
259,000

1 259,001以上

123,001～
139,000

16
104,001～
123,000

25

1

平均世帯人員：世帯入居戸数（世帯数）：

104,000以下

1

２．

139,001～
158,000

0

2.2

0

入
居
者
概
要

全入居者のうち障がい者の入居者数：

世帯人員別世帯数：

２人 ３人 ４人

1世帯9世帯

158,001～
186,000

６人

人/世帯

2世帯

5世帯

夫婦及び子の世帯

12世帯

 一人親世帯

2世帯

6世帯

１人

7世帯

6世帯

－ 人 55 人

全入居世帯のうち高齢者が居住する世帯の状況： 6 世帯 25 世帯

高齢者世帯
(65歳以上の単身者及び夫婦世帯)

0世帯

５人

単独世帯

0世帯

７人以上

世帯区分別世帯数：
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第３章：公営住宅の状況 

 

   大館住宅団地                       （※平成 30 年 12 月現在） 

 

１．

３． 世帯 戸 戸 戸 戸

収入 戸 戸 戸 戸

４．

５．

６． /

７． /

７人以上

世帯区分別世帯数：

4 世帯

高齢者世帯
(65歳以上の単身者及び夫婦世帯)

0世帯

５人

単独世帯

0世帯

１人

0世帯

0世帯

－ 人 10 人

全入居世帯のうち高齢者が居住する世帯の状況： 0 世帯

2世帯

2世帯

夫婦及び子の世帯

2世帯

 一人親世帯

0世帯

0世帯

２人 ３人 ４人

0世帯2世帯

158,001～
186,000

６人

人/世帯

入
居
者
概
要

全入居者のうち障がい者の入居者数：

世帯人員別世帯数：

104,000以下

2

２．

139,001～
158,000

0

2.5

0

平均世帯人員：世帯入居戸数（世帯数）：

123,001～
139,000

2
104,001～
123,000

4

0

0
186,001～
214,000

0
214,001～
259,000

0 259,001以上
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第４章：長寿命化に関する基本方針 

 

第４章 長寿命化に関する基本方針 
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第４章：長寿命化に関する基本方針 

 
１：ストックの状況把握（定期点検及び日常点検）・修繕の実施・デ－タ管理に関する方針 

 

１－１ 定期点検の方針 

   ・よもっと団地、宮本団地、大館住宅団地のいずれも、建築基準法に基づく法定点検

の対象外であるが、ストックの状況を適切に把握するため定期点検を実施方針とし

て位置付ける。 

   ・定期点検の実施間隔は、法定点検と同じ３年とする。 

   

 

 

 

１－２ 日常点検方針 

   ・外観からの目視により容易に確認することが可能な部位等については、事業主体が

日常点検を行うものとする。 

   ・点検間隔は、毎年行うものとする。 

   

 

 

 

１－３ 点検結果や実施した修繕内容のデ－タ管理の方針 

   ・定期点検及び日常点検の結果に基づき、公営住宅等の着実かつ効率的・効果的な修

繕・維持管理を行い、修繕内容も記録していく。 

   ・定期点検及び日常点検の結果、修繕記録は、独自に管理デ－タベ－スを作成し、管

理することが望ましい。「公営住宅等維持管理デ－タベ－ス」を使い管理してもよ

いと思われる。 

   ・点検・修理の記録を、次回の点検に活用するというサイクルを構築することが重要

である。 
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第４章：長寿命化に関する基本方針 

 

１－４ 改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

（平成 30 年 12 月現在） 

 

 （１） よもっと団地 

    ・よもっと団地は建設年度２０１１～２０１７年度に建設されており、経過年数は 

     １年～７年となっています。 

    ・予防保全的な維持管理・計画修繕と改善事業の実施により長寿命化を図るものと

する。 

    ・建築後２４年経過時である２０３５年～２０４１年度に長寿命化型の改善事業を

計画しライフサイクルコスト（LCC）の縮減と長寿命化を図るものとする。 

 

 （２） 宮本団地 

    ・宮本団地は、建設年度１９８１～１９８３年度に建設されており、経過年数は   

     ３５年～３７年となっています。 

    ・長寿命化型改善事業が、２０１２～２０１３年度に実施されています。  

    ・予防保全的な維持管理・計画修繕と改善事業の実施により長寿命化を図るものと

する。 

     

 （３） 大館住宅団地 

    ・大館住宅団地は、建設年度１９８４年度に建設されており、経過年数は 

     ３４年となっています。 

    ・長寿命化型改善事業が、２０１２年度に実施されています。 

    ・予防保全的な維持管理・計画修繕と改善事業の実施により長寿命化を図るものと

する。 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 

第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

   １ 対象 
     ・よもっと団地     ５０戸 
     ・よもっと団地集会所   １戸 
     ・宮本団地       ３０戸 
     ・大館住宅団地      ４戸 
      合 計          ８４戸 

   ２ 団地別・住棟別状況の把握 
（１） 団地別・住棟別の基礎的項目 

【団地単位】（よもっと団地） 

 
                                       ※平成 30 年 12 月現在 

１．

３． 世帯 戸 戸 戸 戸

収入 戸 戸 戸 戸

４．

５．

６． /

７． /

７人以上

世帯区分別世帯数：

46 世帯

高齢者世帯
(65歳以上の単身者及び夫婦世帯)

2世帯

５人

単独世帯

0世帯

１人

7世帯

17世帯

－ 人 109 人

全入居世帯のうち高齢者が居住する世帯の状況： 17 世帯

9世帯

8世帯

夫婦及び子の世帯

12世帯

 1人親世帯

9世帯

8世帯

２人 ３人 ４人

1世帯19世帯

158,001～
186,000

６人

人/世帯

入
居
者
概
要

全入居者のうち障がい者の入居者数：

世帯人員別世帯数：

104,000以下

1

２．

139,001～
158,000

2

2.3

3

平均世帯人員：世帯入居戸数（世帯数）：

123,001～
139,000

33
104,001～
123,000

46

3

0
186,001～
214,000

2
214,001～
259,000

2 259,001以上

 
・災害危険区域に指定されていない。                             ※平成 30 年 12 月現在    
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

   
【住棟単位】よもっと団地 

     躯体の安全性 ・A 棟～S 棟まで、H１２年以降の建物であり耐震性は確保されている。 
     避難の安全性 ・A 棟～S 棟まで、２方向避難は確保されている。 
            ・住戸間の界壁は確保されている。 
     居住性    ・省エネルギ－性、バリアフリ－性は確保されている。 
            ・住戸内の設備（浴室の設置状況）は確保されている。      
 
      
 
 
 
  【団地単位】宮本団地 

 
                                                                  ※平成 30 年 12 月現在 

１．

３． 世帯 戸 戸 戸 戸

収入 戸 戸 戸 戸

４．

５．

６． /

７． /

７人以上

世帯区分別世帯数：

25 世帯

高齢者世帯
(65歳以上の単身者及び夫婦世帯)

0世帯

５人

単独世帯

0世帯

１人

7世帯

6世帯

－ 人 55 人

全入居世帯のうち高齢者が居住する世帯の状況： 6 世帯

2世帯

5世帯

夫婦及び子の世帯

12世帯

 一人親世帯

2世帯

6世帯

２人 ３人 ４人

1世帯9世帯

158,001～
186,000

６人

人/世帯

入
居
者
概
要

全入居者のうち障がい者の入居者数：

世帯人員別世帯数：

104,000以下

1

２．

139,001～
158,000

0

2.2

0

平均世帯人員：世帯入居戸数（世帯数）：

123,001～
139,000

16
104,001～
123,000

25

1

5
186,001～
214,000

1
214,001～
259,000

1 259,001以上

 
  ・災害危険区域に指定されていない。                             ※平成 30 年 12 月現在 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
【住棟単位】宮本団地 
   躯体の安全性 ・１号棟～６号棟まで、新耐震以降の建物であり耐震性は確保されている。 
   避難の安全性 ・１号棟～６号棟まで、２方向避難は確保されている。 
          ・住戸間の界壁は確保されている。 
   居住性    ・住戸内の設備（浴室の設置状況）は確保されている。 
            
 
 
 
 
【団地単位】大館住宅団地   

 
                                                                ※平成 30 年 12 月現在 

１．

３． 世帯 戸 戸 戸 戸

収入 戸 戸 戸 戸

４．

５．

６． /

７． /

７人以上

世帯区分別世帯数：

4 世帯

高齢者世帯
(65歳以上の単身者及び夫婦世帯)

0世帯

５人

単独世帯

0世帯

１人

0世帯

0世帯

－ 人 10 人

全入居世帯のうち高齢者が居住する世帯の状況： 0 世帯

2世帯

2世帯

夫婦及び子の世帯

2世帯

 一人親世帯

0世帯

0世帯

２人 ３人 ４人

0世帯2世帯

158,001～
186,000

６人

人/世帯

入
居
者
概
要

全入居者のうち障がい者の入居者数：

世帯人員別世帯数：

104,000以下

2

２．

139,001～
158,000

0

2.5

0

平均世帯人員：世帯入居戸数（世帯数）：

123,001～
139,000

2
104,001～
123,000

4

0

0
186,001～
214,000

0
214,001～
259,000

0 259,001以上

 
・災害危険区域に指定されていない。                             ※平成 30 年 12 月現在 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
  【住棟単位】大館住宅団地 

躯体の安全性 ・１号棟～４号棟まで、新耐震以降の建物であるが、平成１２年度の木造建築物

の構造の基準が改正になっているため、耐震診断の必要があると思われる。 
     避難の安全性 ・１号棟～４号棟まで、２方向避難は確保されている。 
            ・住戸間の界壁は確保されている。 
     居住性    ・住戸内の設備（浴室の設置状況）は確保されている。 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
（２） 現状・修繕履歴 

 
【団地単位】よもっと団地  

                                 

                                ※平成 30 年 12 月現在  

 

 【住棟単位】よもっと団地 

  
                                                               ※平成 30 年 12 月現在 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
【団地単位】宮本団地     

    
                                                                ※平成 30 年 12 月現在 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
 【住棟単位】宮本団地 

  
                                                            ※平成 30 年 12 月現在 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
  【団地単位】大館住宅団地 

   

                                                 ※平成 30 年 12 月現在 

【住棟単位】大館住宅団地 

   
                                                                 ※平成 30 年 12 月現在 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

       
（３） 仕様・劣化状況等   

  
【住棟単位】  

  

○ ○ ○ ○ ○ ○集会所 木造 平家 ○ ○2LDK 117.17㎡ ○ ○H26 ○

○ ○2LDK 69.97㎡ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○H26 ○

△ ○

H棟 1～3 木造 平家

○ ○

○

○

○

A棟 1～2 1LDK 54.86㎡

○

N棟 1～3 木造 平家 H25 ○ 2LDK 69.97㎡ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

69.97㎡ ○ ○ ○

69.97㎡ ○

○ ○

○

69.97㎡

○

M棟 1～3 木造 平家 H25

L棟 1～3

○ 2LDK

○ ○ ○木造 平家 H25 ○

○

2LDK 69.97㎡ ○

○ ○

○

○ ○ ○

K棟 1～3 木造 平家 H24 ○ ○ ○2LDK 67.90㎡ ○ ○ ○ ○○ ○

○ ○ ○

○

○ ○

○

○○ ○

○

○J棟 1～2 木造 平家 2LDK 67.90㎡H24 ○

○ ○2LDK 67.90㎡ ○ ○ ○ ○H24 ○

○ ○

I棟 1～2 木造 平家

G棟 1～3

○

木造 平家 H23 ○

○

○

○ ○

2LDK ○○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○△ ○ ○F棟 1～3 木造 平家 H23 ○ ○2LDK

○ ○ ○○

○ ○

○

○

○

○ ○

E棟 1～3 木造 平家 H23 ○ 2LDK 69.97㎡

○ ○ ○○ 1LDK 54.86㎡ ○ ○

○

○

C棟 1～2 木造 平家 H23 ○ ○ ○

○平家木造 ○

○

H23

○○ ○○

外壁

よもっと団地
 住棟・住戸概要（調査実施住棟・住戸）

耐震

状況
天井 段差 手摺内壁 床風呂 給湯

間取

り

B棟 1～2 1LDK 54.86㎡ ○ ○○

竣工

年度
住棟名

住戸

番号

住戸

専用

面積

（㎡）
基礎 屋根

○

備　考

木造

住棟 住戸

平家 H23 ○

構造 形式

H27 ○ 2LDK 69.97㎡P棟 1～3 木造 平家 ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

Q棟 1～3 木造 平家 H27 ○ 2LDK 69.97㎡ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

D棟 1～2 木造 平家 H28 ○ 1LDK 54.86㎡ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

R棟 1～3 木造 平家 H28 ○ 2LDK 69.97㎡ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

S棟 1～3 木造 平家 H28 ○ 2LDK 69.97㎡

2LDK 69.97㎡

○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

0棟 1～3 木造 平家 H29 ○ ○ ○○ ○ ○ ○○ ○

　  
                                                                    ※平成 30 年 12 月現在 

      ・× 劣化が進んでいる 
            ・△ 軽微な劣化がみられる 
       ・○ 劣化が見られない  
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
 【住棟単位】 

  

○1 1～5 3DK 65.20㎡

67.34㎡ ○

67.34㎡

○ ○ ○

○ ○6 1～5 ○ ×

×

簡2 PC造 S58 ○

○

○

○ ○

3DK ○○ ○ ○ ×

○ ○ ○ ○

×○ ○ ○5 1～5 簡2 PC造 S58 ○ ○3DK

○ × ×○

○ ○

○

○

○

× ×

4 1～5 簡2 PC造 S57 ○ 3DK 67.34㎡

○ ○ ○○ 3DK 67.34㎡ ○ ○

○

×

3 1～5 簡2 PC造 S57 ○ ○ ○

○

S56

×○ ○○

○

内壁 床

×PC造簡2 ○

○○

外壁

宮本団地
 住棟・住戸概要（調査実施住棟・住戸）

耐震

状況
天井 段差 手摺基礎 屋根 風呂 給湯

間取

り

2 1～5 3DK 65.20㎡ ○

構造 形式
竣工

年度
住棟名

住戸

番号

住戸

専用
面積

（㎡）

×

備　考

簡2

住棟 住戸

PC造 S56 ○

　  
                                   ※平成 30 年 12 月現在 

      ・× 劣化が進んでいる 
            ・△ 軽微な劣化がみられる 
       ・○ 劣化が見られない  
                     
 
 
 
 
 
【住棟単位】 

○1 2LDK 83.0㎡

○ ○ ○

△ ○ ○

○ × ×○

○ △

○

○

○

△

× ×

4 木造 平家 S59 2LDK 80.0㎡

△ ○ ○2LDK 80.0㎡ ○ △

△

×

3 木造 平家 S59 ○ ○ ○

△

S59

×○ ○○

○

内壁 床

×平家木造

○△

外壁

大館住宅団地
 住棟・住戸概要（調査実施住棟・住戸）

耐震

状況
天井 段差 手摺基礎 屋根 風呂 給湯

間取

り

2 2LDK 80.0㎡ ○

構造 形式
竣工

年度
住棟名

住戸

番号

住戸

専用

面積

（㎡）

×

備　考

木造

住棟 住戸

平家 S59

　  
                                                                   ※平成 30 年 12 月現在 

        ・× 劣化が進んでいる 
              ・△ 軽微な劣化がみられる 
         ・○ 劣化が見られない  
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

                         
        （４） 団地別の戸数表  

     

     

     
                                                                  ※平成 30 年 12 月現在 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
（５） 事業手法の選定フロ－の概要及び検討内容 

 

公営住宅等の見通しに基づく将来のストック量の推計 

 

本計画の目標年次である平成４０年までに必要な公営住宅の戸数を推計し、目標管理戸

数とします。 

以下に公営住宅目標管理戸数設定フローを示します。 

 

■ 人口、世帯数の推計 

 
 

将来人口：国勢調査に基づく推計値 

 
 

将来世帯数：将来人口及び世帯あたり平均人員により求める 

 
 

■ 住宅数の推計 

 
 

持ち家       借 家 

 
 

■ 公営住宅の需要予測 

 
 

平成４０年公営住宅（低所得者）需要予測   平成４０年特優賃住宅等需要予測 

○現公営住宅入居者世帯           ○現在民営借家居住の裁量階層世帯 

  ○その他の借家世帯で最低居住水準未満    ○現公営住宅入居世帯で持ち家を 

の世帯                   取得しない世帯 

 

 

 

■ 公営住宅の目標管理戸数 

 

図 7-1 目標管理戸数設定フロー 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

   

 A：人口･世帯数の推計 

 

１.将来人口 

本計画における推計人口は、将来(30 年程度の中長期)の時点における人口・世帯数を、

国勢調査に基づく人口推計を行っている「国立社会保障・人口問題研究所」の推計値を使

用して算出します。 

 

 

 年次 人口(人) 

推計値 平成 52 年 (2040 年) 1,705 

推計値 平成 57 年 (2045 年） 1,477 

計算値 平成 60 年 (2048 年） 1,340 

 

平成５２年及び平成５７年の推計値から計画年次である平成６０年の推計人口を算出

します。 

 

            1,477  ｛（1,705 － 1,477）/ 5 × ３} ＝1,340.2 ≒ 1,340 人 

 

                                   

 

２.将来世帯数 

本計画における平成 60 年の将来世帯数は、国勢調査に基づく平成 27 年の人口及び世

帯数から算出した平均世帯人員を基に、平成 40 年においても平均世帯人員は同数である

と仮定して算出します。 

 

 

  年次 人口 世帯数 平均世帯人員(人) 

国勢調査 平成 27 年 (2015 年) 2,896 953 3.04 （平成 27 年と

同数に設定） 計算値 平成 60 年 (2048 年） 1,340 441 3.04 

 

                       1,340 / 3.04 ＝ 440.78 ≒ 441 世帯 

 
                                  

 
 
 
 
 
 

表 7-2 将来人口 

表 7-3 将来世帯数 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
    B：住宅数の推計 

 

１.現状の住宅数 

平成 27 年の国勢調査の結果より、総世帯数は９５３世帯で、そのうち住宅以外に住む

一般世帯数が６世帯であるため、平成 2７年の住宅数は 

９５３世帯－住宅以外に住む一般世帯数６世帯＝９４７戸 

となります。 

 

２.将来の住宅数 

本計画における将来の住宅数は、先に算出した将来世帯数から住宅以外に住む一般世帯

数（約０．６％*1）を除いた戸数とします。 

平成 6０年の住宅以外に住む一般世帯数は、 

４４1 世帯 × ０．６％ ＝ ２．６46 ≒ ３世帯 

となります。 

※1：平成 2７年国勢調査における住宅以外に住む一般世帯の割合（将来も変化しないもの

と仮定） 

  住宅以外に住む一般世帯６÷一般世帯９４７×100＝０．６％     

平成６０年の住宅数は、 

４４1 世帯－住宅以外に住む一般世帯数３世帯＝438 戸 

となります。 

 

 

３.持ち家、借家別将来住宅数 

本計画における持ち家と借家の比率は、将来も変化しないものと仮定して算出します。 

 

 

  

平成 27 年 

（世帯） 
比率 

   

平成 60 年 

（世帯） 
比率 

持ち家 870 91.87.%  持ち家 402 91.87% 

借家 16 1.69%  借家 7 1.69% 

住宅数 1,014 100%  住宅数 438 100% 

※借家から公営住宅は除く 

 

上表より、平成 60 年の持ち家数は、402 戸、借家数は 7 戸となります。 
 
             
 
 
                                                   
 

表 7-4 将来持ち家、借家数 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
 C：公営住宅の目標管理戸数 

 
１.公営住宅の対象 

公営住宅（低所得者層）の対象者層を下表のように振り分けます。 

 

収入 

分位 
年間収入階級 

借家 

公営住宅 その他の借家 

0～25％ 

200 万円未満 
Ａ  

200～300 万円未満 

25～40％ 300～400 万円未満 
  

40％～ 

400～500 万円未満 

500～700 万円未満 

700～1000 万円未満 

1000 万円以上 

 

 

２.収入分位別、持ち家・借家住宅戸数の推計 

低所得者層でかつ住宅に困窮する世帯数を把握するため、平成 40 年における所有関係

別・収入分位別世帯数の推計を行います。 

推計は、平成 20 年の住宅・土地統計調査の青森県の値を参考に、持ち家や借家の収入

分位割合で推移すると仮定します。 

 

平成 20 年住宅・土地統計調査（青森県）で得られた借家世帯の年間収入階級を使用し、 

推計した平成 36 年借家世帯数を基に、それぞれの階級を比率案分します。 
 

借家世帯 

年間収入階級 

平成 20 年 

構成比（青森県） 
 

平成 60 年 

構成比 

H60 年   

借家世帯数 

200 万円未満 36.4% 

同割合→ 

36.4% 3 

200～300 万円未満 18.8% 18.8% 1 

300～400 万円未満 13.8% 13.8% 1 

400～500 万円未満 9.5% 9.5% 1 

500～700 万円未満 12.1% 12.1% 1 

700～1000 万円未満 7.2% 7.2% 0 

1000 万円以上 2.2% 2.2% 0 

総数 100.0% 100.0% 7 

 
 

 
 

収入超過
世帯 

公営住宅裁量階層  

将来公営住宅  
入居階層 

Ｃ 
裁量世帯 

Ｂ 
最低居住
水準世帯 

民営借家等へ
の住み替え 

Ａ:公営住宅対象世帯 

Ｂ:収入分位 25％以下に相

当する世帯のうち、最低居
住水準未満を自力で解消
できない世帯を将来の公

営住宅対象世帯とします。 
Ｃ:収入分位25～40％以下
に相当する世帯のうち、高
齢者・障がい者等世帯を村

の裁量世帯とします。 

図 7-2 公営住宅対象の概念図 

表 7-5 収入分位別世帯数 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 
３.公営住宅入居者の収入分位別世帯数の推計 

公営住宅については、毎年収入調査を行っており、正確な収入分位を把握することができま

す。ここでは、平成 21 年 4 月に公営住宅施行令の改正に伴う公営住宅入居者の収入分位を使

用し、公営住宅入居者の収入分位を下表にまとめます。 

 

         表 7-6  公営住宅入居者の収入分位別世帯数     

公営住宅入居者世帯 

Ｈ21.4 改正後政令月収 
収入分位 

Ｈ30 年度 

世帯数 

Ｈ30 年度 

構成比 

104,000 円以下 0～10% 51 68.00% 

104,001～123,000 円 10～15% 4 5.33% 

123,001～139,000 円 15～20% 2 2.67% 

139,001～158,000 円 20～25% 3 4.00% 

158,001～186,000 円 25～32.5% 5 6.67% 

186,001～214,000 円 32.5～40% 3 4.00% 

214,001～259,000 円 40～50% 3 4.00% 

259,001 円以上 50%～ 4 5.33% 

不明   0 0.0% 

総数   75 100% 

 

４.低所得者向け公営住宅需要の推計 

ここでは、現在、既に公営住宅に入居している世帯を対象に低所得者世帯として位置付け

られている平成 21 年 4 月改正後政令月収の収入分位 0～25％に属する世帯を今後とも公

営住宅に入居するものと仮定します。 

さらに、現在、民営借家に入居している世帯が将来的に公営住宅層へと転居する可能性の

ある世帯を合わせて低所得者向けの公営住宅世帯数とします。 

① 現状の公営住宅居住者収入分位 0～25％ 

  現在、公営住宅に入居している者のうち、収入分位 0～25％にあてはまる世帯数は

以下のとおりです。 

（Ａ）現公営住宅入居者世帯の収入分位 0～25％：５１＋４＋２＋３＝６０世帯 

② 将来公営住宅入居世帯 

  平成４０年借家世帯のうち、将来公営住宅入居層で最低居住面積未満の世帯につい

ては、公営住宅入居対象とします。 

（Ｂ）将来公営住宅入居対象世帯数：（3＋1）× 0.0914 *2＝ 0 世帯 

※2：平成 20 年住宅・土地統計調査（青森県）における借家で最低居住面積水準を満たして

いない世帯の比率（将来も変化しないものと仮定） 

   最低居住面積水準未満の借家世帯 23,700÷借家世帯 259,300×100＝9.14％   

③ 低所得者向け公営住宅需要の推計値 

  （A）＋（B）＝ ６０ ＋ 0 ＝ ６0 世帯 

 

低所得者世帯 
（公営住宅対象世帯） 

中堅所得者世帯 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

■ 平成 40 年度 

公営住宅目標管理戸数 ：66 戸 

 
５.公営住宅裁量世帯の推計 

裁量階層とは、公営住宅施行令において入居収入基準の緩和が認められた世帯で、一定の障

がい者、高齢者、小学校就学前の子のいる世帯のことであり、本計画においては、子育て世帯

と高齢者世帯の構成比の合計を裁量階層の構成比と仮定して算出します。 

本村の子育て世帯と高齢者世帯の構成比の合計は、高齢者世帯の 26.66％と、子育て世帯の 

29.17％を合わせて 55.83％となります。 

公営住宅裁量世帯の推計値は、 

 

       1 世帯 × 55.83％ ＝ 0.56 ≒ 1 世帯 

 

６.既存公営住宅中堅所得者世帯の救済 

現在の経済状況や昨今の住宅事情、さらには既存居住者の転居状況等を考慮すると、中

堅所得者世帯であっても政令月収が 158,001 円から 186,000 円では、早急な民営借家

への転居や住宅の購入は困難と思われます。 

そのため、本計画では、現在、公営住宅に入居している収入分位 25～32.5％の世帯を

持ち家等に移行しない中堅所得者世帯とします。 

 

       救済する中堅所得世帯 ＝  ５世帯 

 

７.公営住宅目標管理戸数 

これまでの推計結果より、本計画における平成 36 年の公営住宅目標管理戸数は、以下の

とおりとなります。 

 

     ・低所得者向け公営住宅管理戸数・・・６0 戸 

     ・裁量階層向け   〃    ・・・  1 戸 

     ・中堅所得者救済  〃    ・・・  ５戸 

                 合計    ６6 戸 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 

３ １次判定、２次判定及び３次判定の選定手順 

活用手法の選定は、本計画の指針となる策定指針に示された活用手法選定フローにより行い

ます。以下に活用手法選定手順を示します。 

 

《 手法選定手順 》 

 
  【１次判定】団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

団地及び住棟単位の１次判定として、次の項目について手法適用の必要

性、経済性、効率性を検討し、維持管理、建替え、用途廃止の区分を判定

します（継続判定とするケースあり）。 

・住棟の経過年数 

・住棟の位置する団地に対する需要 

 ・法規制及び位置条件による高度利用の必要性と可能性 

・住棟の改善履歴の状況 

 
       
 

  【２次判定】１次判定において事業手法・管理方針の判断を保留した団地・住棟の 

事業手法の仮設定 

１次判定の結果、継続判定とした住棟（維持管理、建替え、用途廃止の

判定ができなかった住棟）を対象に、次の項目について技術的検討を行

い、当該住棟の事業内容を検討します。 

・躯体の安全性 

 ・避難の安全性 

・居住性 

１次判定及び２次判定において維持管理とした住棟を対象に、次の項目

をもとに長寿命化型改善の必要性を検討し、適用候補を判定します。 

・耐久性、維持管理の容易性等の向上の必要性 

 ・予防保全的な改善の必要性 

・他の修繕、改善工事と合わせた効率性 

 
 
 

  【３次判定】（団地単位の総合的検討） 

１次及び２次判定の結果を踏まえ、団地単位又は団地の一部を対象に次

の項目について総合的検討を行い、住棟別の活用手法の候補を絞り込みま

す。 

・団地単位又は地域単位での効率的な整備 

・まちづくりの観点から見た地域整備への貢献 

・周辺道路の整備状況、仮住居の確保等から見た事業の容易性 

・他の事業主体との連携による一体的整備 
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《 手法選定のフロー 》 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 

（１）１次判定結果（団地・住棟の事業手法の仮設定） 

経過年数、需要、高度利用の必要性と可能性及び改善履歴による評価を行い、用途廃止、

建替え、維持管理の対象候補となる住棟を判定します。 

また、用途廃止、建替え、維持管理の対象候補とならなかった住棟は継続判定とし、2

次判定を行います。 

 

１）用途廃止の対象候補とする住棟 

① 判定基準 

■昭和５０年代に建設された公営住宅のうち、需要の見込み、高度利用の必要性・可

能性が低い住棟。 

② 判 定 

  用途廃止の対象となる建物は、計画期間内には無し  

 

２）建替えの対象候補とする住棟 

① 判定基準 

■50 年代に建設された公営住宅のうち、需要の見込み、高度利用の必要性・可能性が

高い住棟。 

② 判 定 

建替えの対象となる建物は、計画期間内には無し 

 
 

３）維持管理の対象候補とする住棟 

① 判定基準 

■昭和 50 年代以降に建設された公営住宅のうち、改善事業を実施しており、標準管

理期間を経過していない住棟及び、長寿命化型改善の修繕周期の目安である建設後

15 年を経過していない住棟 

② 判 定 

・よもっと団地 A 棟～S 棟 １９棟 ５０戸 

・よもっと団地 集会所  １棟  

・宮本団地 １号棟～６号棟（３０戸） 

 

 

 

４）継続判定 

 

・大館住宅団地 ４棟 ４戸 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 

（２）２次判定 

１次判定の結果、用途廃止、建替え、維持管理の対象候補と判定されなかった住棟につ

いて、躯体の安全性、避難の安全性、居住性、長寿命化型改善の必要性の評価を行い、住

棟別の適用手法の候補を判定します。 

 

１）判定項目と基準 

 

      ① 躯体の安全性の判定 

       ○躯体の耐震性及び耐震改修の必要性、可否を判定します。 

       ○評価の手法、評価の考え方の例は次のとおりです。 

       ・躯体の耐震性の判定は、次に従い行います。 

        a）昭和 56 年の建築基準法施行令（新耐震基準）に基づき設計・施行された住棟

については耐震性を有するものとします。 

        b）新耐震基準に基づかない住棟で、既に診断を行い耐震性が確認されたもの等に

ついては耐震性を有するものとします。 

        c）上記 a）及び b）以外のものについては、設計図書の収集と現状調査により、地

形、経年変化、構造形式、平面形状、立面形状等から耐震性について判断する

ものとします。 

       ・躯体の耐震性に問題があると判断された住棟については、耐震改修の可能性につい

て検討します。 

       ・躯体についての耐震性に問題があると判断され、かつ、耐震改修の実施が不可能な

住棟は、原則として建替えの候補とします。 

       ・躯体について耐震性に問題がないと判断され、又は問題はあるが耐震改修の実施が

可能な住棟は、修繕対応又は改善予定とし、避難の安全性の判定を行います。 

 

      ② 避難の安全性の判定 

       ○二方向避難、防火区画の確保及び可否を判定します。 

       ○評価の手法、評価の考え方の例は次のとおりです。 

       ・設計図書により二方向避難、防火区画の確保の状況、必要性を判定します。 

       ・確保されていない場合で、確保の必要性が高い場合には個別改善又は全面的改善に

より二方向避難、防火区画の確保が可能か否かを判断します。 

       ・措置が可能な場合には居住性の判定を行い、措置が不可能な場合には建替えの候補

とします。 
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第５章：公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 

      ③ 居住性の判定 

       ○居住性の現状及び改善の必要性、可否を判定します。 

       ○評価の手法、評価の考え方の例は次のとおりです。 

       ・設計図書等により、次の項目に従い、居住性を判定します。 

        ≪判定の項目・水準の例≫ 

a）住棟：日照、通風、採光、開放性、プライバシーの保護、騒音 等 

        b）住戸：最低居住水準 

        c）住戸内各部：浴室の有無、３箇所給湯（台所、洗面所、風呂）、高齢化対応 等 

        d）共用部分：高齢化対応 

        e）付帯施設：自転車置場・物置・ゴミ置場の有無、衛生、利便性、居住性に係る

問題点の有無 等 

        f）共同施設：集会所・児童遊園の有無、高齢化対応 等 

        g）多様な住宅供給 

・整備水準を満たしている場合には、維持管理の対象とします。 

・整備水準を満たしていない場合には、耐用年限の１/２を経過しているもので、部

分的改善により対応が可能なものについては個別改善、耐用年限の１/２を経過し

ていないものは維持管理の対象とします。 

 

      ④ 長寿命化型改善の必要性の判定 

       ○長寿命化型改善の必要性、可否について検討します。 

       ・中長期的な修繕計画及び定期点検等に基づいて、耐久性の向上、躯体への影響の低

減、維持管理の容易性等の向上に関する改善が必要と判定される住棟は、長寿命化

型改善を行います。 

       ・予防保全的な改善の必要性が認められる場合、他の修繕・改善工事と合わせて合理

的・効率的に行うことが適当と認められる場合は、長寿命化型改善を行います。 

       ・長寿命化型改善の必要性が低いと判断された住棟は、修繕又は長寿命化型改善以外

の個別改善とします。 

 

２）判定結果 

・大館住宅団地は、昭和５９年度建設の木造建築物であり、平成１２年度の建築基準法 
       改正に適合しているか不明であるため、耐震診断が必要と思われる。 

      ・耐震診断の結果、不適合であれば優先的な改善が必要と思われる。  

      ・結果が判明するまでは、当面は維持管理とする。 
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    ２判定の検討結果を踏まえた事業手法の仮設定 
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（３）３次判定 

1 次判定及び２次判定による各住棟別の適用手法の候補の判定過程と結果を踏まえ、次

の視点から団地単位又は団地の一部を対象に総合的検討を行い、住棟別の適用手法に関す

る最終判定を行います。 

 

１）団地単位での効率的な公営住宅の活用 

 

○団地として住棟相互の連携による公営住宅の活用を行うことによって、より効果的か

つ効率的な公営住宅活用の可能性について検討します。 

      ○検討の考え方は次のとおりです。 

       ・建替え、全面的改善又は個別改善と判定された住棟が混在する場合は、住棟の配置

や事業の手順、高度利用の可能性等を勘案して、建替えが適切と考えられる住棟に

ついて隣接住棟との一体的な建替えを検討します。 

       ・大規模な団地等で、多様な家族形態や年齢層の世帯が共存する団地の形成を図る必

要がある場合、事業の平準化を図る必要がある場合には、個別改善、全面的改善又

は建替えの複合的実施を検討します。 

 

２）まちづくりの観点から見た地域整備への貢献 

 

○周辺市街地における公益的施設等及び基盤施設の整備水準の向上の必要性が高い場

合は、これらに配慮した公営住宅活用の可能性を検討します。 

      ○検討の考え方は次のとおりです。 

       ・周辺市街地において不足している公益的施設等の団地内における整備を検討します。 

       ・団地及び周辺市街地に係る道路や下水道等の整備計画がある場合は、団地整備への

影響やそれらの整備時期を勘案し、団地の整備時期等を検討します。 

・団地敷地に隣接する狭幅員道路の拡幅を検討します。 

 

３）地域単位での効率的な公営住宅の活用 

 

○建替えや全面的改善が必要な複数の団地が一定の地域内で近接して立地する場合等

は、団地相互の調整による、より効果的かつ効率的な公営住宅活用の可能性について

検討します。 

      ○検討の考え方は次のとおりです。 

       ・団地相互での住み替えにより多様な世帯の共存や事業の平準化が可能となる場合、

仮住居の確保や居住者の移転負担の軽減が可能となる場合は、整備時期の調整を図

るなど複合的実施を検討します。 

       ・高度利用の可能性が低く、他の敷地での高度利用の可能性がある場合には、別の敷

地での整備（いわゆる非現地建替え）を検討します。 
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４）周辺道路の整備状況 

 

      ○全面的改善若しくは建替えの実施に際して必要となる大型工事車両等のアクセス道

路の確保、資材置き場の確保等について検討します。 

      ○検討の考え方は次のとおりです。 

       ・道路幅員６ｍ未満の道路でしか接続されていない団地において、当該道路の拡幅整

備の実施可能時期を勘案しつつ、全面的改善若しくは建替えを行うことを検討しま

す。 

 

５）仮住居の確保 

 

      ○全面的改善若しくは建替えの実施に際して必要となる仮住居の確保について検討し

ます。 

      ○検討の考え方は次のとおりです。 

       ・同一団地内若しくは近隣における建替事業等の実施スケジュールを勘案し、仮住居

の必要時期、戻り入居の時期等の調整を行いつつ、維持保全、全面的改善若しくは

建替えのスケジュールを検討します。 

 

６）他の事業主体との連携 

 

      ○他の事業主体との連携による効率的な手法の適用について検討します。 

      ○多様な世帯が居住する団地形成促進の観点、土地の高度有効利用・敷地の整形化の観

点、団地の円滑な更新の観点から検討します。 

       具体的な検討の例としては、 

        a）供給スケジュールの検討 

        b）近接・隣接団地での高齢者世帯・若年世帯の世帯構成のバランス調整 

       等の連携方策を検討します。 

 

     

 

 

 

- 45 -
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判定結果＜計画期間の活用手法＞ 
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  ・よもっと団地は、建築経過年数が 1 年～7 年と経過年数が少なく大規模な修繕箇所がないた

め維持管理とする。 

   

   

          

・宮本団地は、PC 造で建築経過年数が、３５年～３７年で、長寿命化改善が平成２４年度～平

成２５年度に施工されており、大規模な修繕箇所が少ないことから、維持管理とする。 

  ・将来的には、公営住宅目標管理戸数が６６戸であることから、１号棟及び２棟の用途廃止が考

えられる。 
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・大館住宅団地は、昭和５９年度建設の木造建築物であり、平成１２年度の建築基準法改正に 

適合しているか不明であるため、耐震診断が必要と思われる。 

・耐震診断の結果、不適合であれば優先的な改善が必要と思われる。 

・現在の入居状況を踏まえ、平成２４年度に長寿命化改善が行われて大規模な修繕箇所が少ないこと、 

 耐震診断の結果が不明であることから、当面維持管理とする。 

・大館住宅団地の耐用年数４０年が平成３６年度であること、公営住宅目標管理戸数が６６戸である

ことから、将来的には大館住宅団地４棟の用途廃止が考えられる。 
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   （４）事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

  ・よもっと団地事業計画（３０年） 

   中長期的な期間（３０年程度）のうち想定される新規事業、改善事業、建替事業等に係る年度       

   別事業費を試算し、今後の見通しを立てる。 
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     ・宮本団地及び大館住宅団地事業計画（３０年） 
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第６章：点検の実施方針 

 

第６章 点検の実施方針  

 

１－１ 定期点検の方針 

  ・よもっと団地、宮本団地、大館住宅団地のいずれも、建築基準法に基づく 

   法定点検の対象外であるが、ストックの状況を適切に把握するため 

   定期点検を実施方針として位置付ける。 

  ・定期点検の実施間隔は、法定点検と同じ３年とする。 

  ・定期点検は、建築基準法１２条で規定する有資格者の技術者により実施する。 

 

（法定点検項目１） 

別記（A４)

代表となる調査者

要是正

既　存
不適格

1
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

2
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

3
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

4
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

擁壁の水抜きパイプの維持保全の状況

地盤沈下等による不陸、傾斜等の状況

調査者番号　　氏　名

組積造の塀又は補強コンクリートブロック造の塀等の
劣化及び損傷の状況

排水溝（ドレーンを含む。）の劣化及び損傷の状況

屋根の防火対策の状況

敷地及び地盤

建築物の外部

地盤

敷地

敷地内の通路

塀

擁壁

機器本体の劣化及び損傷の状況

補強コンクリートブロック造の外壁躯体の劣化及び損
傷の状況

タイル、石貼り等（乾式工法によるものを除く。）、
モルタル等の劣化及び損傷の状況

金属系パネル（帳壁を含む。）の劣化及び損傷の状況

屋上周り（屋上面を除く。）

防
火
区
画

防火区画の外周部

建築物の内部

令第112条第１項から第３項まで又は同条第５項から第８項までの各項に規定する区画の状況

令第112条第９項に規定する区画の状況

はめ殺し窓のガラスの固定の状況

窓サッシ等

支持部分等の劣化及び損傷の状況

屋上及び屋根

外
壁

パラペットの立上り面の劣化及び損傷の状況

外壁に緊結された広告板、空調室外機等

屋上面

乾式工法によるタイル、石貼り等の劣化及び損傷の状
況

屋根（屋上面を除く。）

機器及び工作物（冷却等設備、広告塔等）

番号 調　査　項　目

外装仕上げ材等

コンクリート系パネル（帳壁を含む。）の劣化及び損
傷の状況
サッシ等の劣化及び損傷の状況

躯体等

基礎

土台（木造に限る。）

基礎の沈下等の状況

基礎の劣化及び損傷の状況

土台の沈下等の状況

土台の劣化及び損傷の状況

木造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況

組積造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況

令第112条第12項又は第13項に規定する区画の状況

金属笠木の劣化及び損傷の状況

笠木モルタル等の劣化及び損傷の状況

当該調査に
関与した調
査者

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の外
壁躯体の劣化及び損傷の状況

外壁、軒裏及び外壁の開口部で延焼のおそれのある部
分の防火対策の状況

敷地内の排水の状況

令第112条第10項に規定する外壁等及び同条第11項に規
定する防火設備の処置の状況

令第112条第10項に規定する外壁等及び同条第11項に規
定する防火設備の劣化及び損傷の状況

調査結果表

その他の調査者

指摘
なし

担当
調査者
番号

調査結果

鉄骨造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況

支持部分等の劣化及び損傷の状況

屋根の劣化及び損傷の状況

機器、工作物本体及び接合部の劣化及び損傷の状況

敷地内の通路の確保の状況

擁壁の劣化及び損傷の状況

有効幅員の確保の状況

敷地内の通路の支障物の状況

組積造の塀又は補強コンクリートブロック造の塀等の
耐震対策の状況

屋上面の劣化及び損傷の状況
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（法定点検項目２） 

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(26)

(27)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

(39)

(40)

(41)

(42)

(43)

(44)

(45)

5
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(26)

(27)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(34)

(35)

換気の妨げとなる物品の放置の状況

排煙設備

防火設備の閉鎖の障害となる照明器具、懸垂物等の状
況

照明器具、懸垂物等の落下防止対策の状況

吹付け石綿等の劣化の状況

除去又は囲い込み若しくは封じ込めによる飛散防止措
置の実施の状況

照明器具、懸垂物等

居室の採光及び換気 採光のための開口部の面積の確保の状況

床

鉄骨造の床躯体の劣化及び損傷の状況

1時間準耐火基準に適合する準耐火構造の
床、耐火構造の床又は準耐火構造の床（防
火区画を構成する床の限る。）

常閉防火設備の閉鎖又は作動の障害となる物品の放置の状況

屋上広場

幅員の確保の状況

付室等の排煙設備の作動の状況

防煙区画の設置の状況

排煙設備の設置の状況

排煙設備の作動の状況

自然排煙口の維持保全の状況

階
段

排
煙
設
備
等

防煙垂れ壁の劣化及び損傷の状況

可動式防煙垂れ壁の作動の状況

特別避難階段

付室等の外気に向かって開くことができる窓の状況

物品の放置の状況

防煙壁

バルコニー又は付室の構造及び面積の確保の状況

階段室の構造の確保の状況

石綿等を添加した建築材料

囲い込み又は封じ込めによる飛散防止措置の劣化及び
損傷の状況

採光の妨げとなる物品の放置の状況

換気のための開口部の面積の確保の状況

換気設備の設置の状況

換気設備の作動の状況

手すり等の劣化及び損傷の状況

手すりの設置の状況

壁
の
室
内
に
面
す
る
部
分

鉄骨造の壁の室内に面する部分の躯体の劣化及び損傷
の状況

組積造の壁の室内に面する部分の躯体の劣化及び損傷
の状況

鉄骨の耐火被覆の劣化及び損傷の状況

常閉防火扉の固定の状況

常閉防火設備の閉鎖又は作動の状況

居室から地上へ通じる主たる廊下、階段その他の通路
に設置された防火設備におけるくぐり戸の設置の状況

区画に対応した防火設備の設置の状況

室内に面する部分の仕上げの劣化及び損傷の状況

常閉防火設備の本体と枠の劣化及び損傷の状況

避難器具の操作性の確保の状況

直通階段の設置の状況

令第120条第２項に規定する通路の確保の状況

幅員の確保の状況

屋内と階段との間の防火区画の確保の状況

避難施設等

部材の劣化及び損傷の状況

給水管、配電管その他の管又は風道の区画貫通部の充
填等の処理の状況

準耐火性能等の確保の状況

補強コンクリートブロック造の壁の室内に面する部分
の躯体の劣化及び損傷の状況

給水管、配電管その他の管又は風道の区画貫通部の充
填等の処理の状況

部材の劣化及び損傷の状況

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の床
躯体の劣化及び損傷の状況

室内に面する部分の仕上げの維持保全の状況

木造の床躯体の劣化及び損傷の状況

乗降ロビー等の排煙設備の作動の状況

乗降ロビーの付室の外気に向かって開くことができる
窓の状況

吹付け石綿及び吹付けロックウールでその含有する石
綿の重量が当該建築材料の重量の0.1パーセントを超え
るもの（以下「吹付け石綿等」という。）の使用の状
況

令第120条第２項に規定する通路

躯体等

防火扉の開放方向

そ
の
他
の
設
備
等

非常用の進入口等

物品の放置の状況

出入口の確保の状況

室内に面する部分の仕上げの維持保全の状況

付室等の排煙設備の設置の状況

廊下

階段各部の劣化及び損傷の状況

避難上有効なバルコニー

物品の放置の状況

屋上広場の確保の状況

避難上有効なバルコニーの確保の状況

非常用の進入口等の設置の状況

非常用の進入口等の維持保全の状況

乗降ロビー等の構造及び面積の確保の状況

乗降ロビー等の排煙設備の設置の状況

物品の放置の状況

開放性の確保の状況

屋外に設けられた避難階段

階段

屋内に設けられた避難階段

出入口

物品の放置の状況

非常用エレベーター

防火設備（防火扉、防火シャッターその他これ
らに類するものに限る。）

天
井

令第128条の5各項に規定する建築物の天井
の室内に面する部分

特定天井

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の壁
の室内に面する部分の躯体の劣化及び損傷の状況

躯体等

特定天井の天井材の劣化及び損傷の状況

昭和48年建設省告示第2563号第１第１号ロに規定する
基準への適合の状況

令第128条の5各項に規定する建築物の壁の
室内に面する部分

準耐火性能等の確保の状況

木造の壁の室内に面する部分の躯体の劣化及び損傷の
状況

令第114条に規定する界壁、間仕切壁及び隔壁の状況

1時間準耐火基準に適合する準耐火構造の
壁、耐火構造の壁又は準耐火構造の壁（防
火区画を構成する壁等に限る。）

令第114条に規定する界壁、間仕切壁及び
隔壁
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第６章：点検の実施方針 

   

１－２ 日常点検方針 

  ・外観からの目視により容易に確認することが可能な部位等については、事業主体 

   が日常点検を行うものとする。 

  ・点検間隔は、毎年行うものとする。 

  ・日常点検の結果、不具合が判明した場合は、有資格者等の技術者に詳細調査に依

頼するなど適切な対処を取る。 

  ・遊具、外構、自転車置き場等は法定点検の項目にはないが、適切な維持管理のた

めに状況を把握することが必要な対象には日常点検において点検すること。 

  ・建物内部の入居者の安全に係わる部位・部品については、入退去時には確実に点

検を実施し、その点検記録を蓄積すること。 

 

 日常点検項目 
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第６章：点検の実施方針 

 

１－３ 点検結果や実施した修繕内容のデ－タ管理の方針 

   

・定期点検及び日常点検の結果に基づき、公営住宅等の着実かつ効率的・効果的な 

修繕・維持管理を行い、修繕内容も記録していく。  

  ・定期点検及び日常点検の結果、修繕記録は、独自に管理デ－タベ－スを作成し、

管理することが望ましい。「公営住宅等維持管理デ－タベ－ス」を使い管理しても

よいと思われる。 

  ・点検・修理の記録を、次回の点検に活用するというサイクルを構築することが重 

要である。 
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第７章：計画修繕及び改善事業の実施方針 

 

第７章 計画修繕の実施方針 
 

・計画修繕の実施予定一覧（よもっと団地） 
  

  
・計画期間内に、長寿命化改善、建替、改善、用途廃止は計画されていない。 
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第７章：計画修繕及び改善事業の実施方針 

 
・計画修繕の実施予定一覧（宮本団地）  

 

   

・計画期間内に、長寿命化改善、建替、改善、用途廃止は計画されていない。 
 
 
 
 
 

・計画修繕の実施予定一覧（大館住宅団地） 
 

   
・計画期間内に、長寿命化改善、建替、改善、用途廃止は計画されていない。 
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第７章：計画修繕及び改善事業の実施方針 

 
・共同施設に係る事業（計画修繕）の実施予定一覧  
   

事業主体名 :   

特定公共

住宅の区分:

LCC

団地名 住　棟 戸 数 構 造 建 設 法定点検に 縮減効果 備       考

番　号 年 度 準じた点検 (千/年)

よもっと団地 集会所 1 木造 H 26 H 35 毎 年

宮本団地 児童遊園 1 － S 56 H 31 毎 年

蓬田村役場

公営住宅   賃貸住宅                改良住宅    その他(                   )

次期点検時期 計画修繕の内容

法定点検 H 31 H 32 H 33 H 34 H 35 H 36 H 37 H 38 H 39 H 40

 

・計画期間内に、長寿命化改善、建替、改善、用途廃止は計画されていない。 
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第 8 章：建替事業及び長寿命化のための事業実施予定一覧 

 

第８章 改善事業の実施方針 
 

・改善事業の実施方針(よもっと団地)  
 

 

・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第 8 章：建替事業及び長寿命化のための事業実施予定一覧 

 
・改善事業の実施方針(宮本団地)  
 

   
・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 

 
 
 
 
 

・改善事業の実施方針(大館住宅団地) 
  

   
・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第 8 章：建替事業及び長寿命化のための事業実施予定一覧 

 
・改善事業の実施方針(共同施設)  
 

 
・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第 9 章：建替事業の実施方針 

 

第９章 建替事業の実施方針 
 

   ・建替事業の実施方針(よもっと団地) 
 

    
・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第９章：建替事業の実施方針 

 
・建替事業の実施方針(宮本団地) 
 

    
   ・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
 
 
 
 
 
   ・建替事業の実施方針(大館住宅団地) 
 

    

    ・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第 9 章：建替事業の実施方針 

     
・建替事業の実施方針(共同施設) 
 

   
・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第１０章：長寿命化のための事業実施予定一覧 

 

第１０章 長寿命化のための事業実施予定一覧 
 

・長寿命化のための事業実施予定(よもっと団地) 
   

    

  ・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第１０章：長寿命化のための事業実施予定一覧 

 
  ・長寿命化のための事業実施予定(宮本団地) 
 

   
  ・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
     
 
 
 
 

・長寿命化のための事業実施予定(大館住宅団地) 
 

   
  ・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第１０章：長寿命化のための事業実施予定一覧 

 
・長寿命化のための事業実施予定(共同施設) 
 

 
・計画期間内に、新規整備事業、建替事業は計画されていない。 
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第１１章：ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

   

第１１章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 
 

１． 建替え、改善に伴う入居者との合意形成の方針 

 

建替事業の実施においては、入居者の移転を必要とする場合があることや、建替えによ 

る家賃の上昇が居住者にとって大きな負担となることがあります。 

また、個別改善事業においては、工事車両の敷地内通行や停車、施工業者の住戸内への 

立ち入りが不可欠であり、安全性の低下やプライバシーの制約を受けることになります。 

これらの問題に対応し、速やかな事業の推進を図るためには、入居者に事業の目的を理 

解していただくとともに、村と住民との協力関係の構築が重要です。 

以上のことから、事業の実施においては、入居者に対する説明会の実施や意向把握など、

入居者の意見を十分に把握し、理解を得て事業を実施することとします。 

 

２． 長寿命化のための維持管理による効果 

 

本計画の計画期間内には、長寿化型改善及び全面的改善の実施予定がありませんが、こ 

こでは、策定指針に基づくライフサイクルコスト（以下、LCC という。）算出の基本的 

な考え方及び算出手順を示すとともに、参考として木造住宅について改善に伴う LCC 

を算出します。 

 

（１）LCC 算出の基本的な考え方 

・公営住宅等長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場合、 

それぞれの場合について建設時点から次回の建替えまでに要するコストを算出し、住棟

単位で年当たりのコスト比較を行います。 

・算出手順においては、戸当たりコストを基に当該住棟の住戸数分を積算して、住棟当た 

りのコストを算出します。 

・なお、建設後一定年数が経過した実際の住棟に当てはめてコストを比較することが望ま 

しいが、過去の累積修繕費を算出することは困難と考えられます。また、予防保全的な

維持管理・改善を行った場合の効果を見る上でも、現時点で当該住棟を建設した場合を

想定し、今後、長寿命化型改善を実施する場合と実施しない場合の比較を行う簡略化し

たものになっています。 
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第１１章：ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

 

（２）LCC 算出の手順 

＜計画前モデル＞ 

 

① 使用年数 

・事業主体の過去の建替事例における、建替前住棟の築年数を構造毎に平均した数値を基

本とします。 

（後述の計算例においては、減価償却期間における耐用年数の４７年を使用します。） 

 

② 累積修繕費 

・修繕費＝建替工事費×修繕費乗率 

・上記の修繕費算出式、及び後述の【設定条件】における修繕項目・修繕費乗率・修繕周

期に基づいて、建設時点から前述の①「使用年数」経過時点までの修繕費を累積した費

用とします。 

 

③ 建替工事費 

・事業主体の過去の建替事例における、構造ごとに平均した戸当たり建設費とします。 

（後述の計算例においては、建設事業費として設定した１６８,000 千円を使用します。） 

 

④ 計画前 LCC 

・計画前 LCC＝（③建替工事費＋②累積修繕費）÷①使用年数 （単位：円/戸・年） 

 

＜計画後モデル＞ 

 

⑤ 使用年数 

・当該改善事業を行うことによって想定される当該住棟の使用年数。 

（後述の計算例においては、公営住宅法の耐用年限の７0 年を使用します。） 

 

⑥ 累積修繕費 

・修繕費＝建替工事費×修繕費乗率 

・上記の修繕費算出式、及び後述の【設定条件】における修繕項目・修繕費乗率・修繕周

期に基づいて、建設時点から前述の⑤「使用年数」経過時点までの修繕費を累積した費

用とします。 

 

⑦ 長寿命化型改善工事費 

・当該改善を複数回行う場合はそれらの合計費用とします。 

（後述の計算例においては、3０,000 千円程度の改善を行うことと仮定します。） 
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第１１章：ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

 

⑧ 建替工事費 

・事業主体の過去の建替事例における、構造ごとに平均した戸当たり建設費とします。 

（後述の計算例においては、建設事業費として設定した１６８,000 千円を使用します。） 

 

⑨ 計画後 LCC 

・計画後 LCC＝（⑧建替工事費＋⑦長寿命化型改善工事費＋⑥累積修繕費）       

÷⑤使用年数 （単位：円/戸・年） 

 

＜LCC 改善効果＞ 

 

⑩ 年平均改善額 

・前述の④、⑨より、年平均改善額＝④計画前 LCC－⑨計画後 LCC 

 

⑪ 累積改善額 

・前述の⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引率４％／年により現在価値化

し、前述の⑤使用年数期間の累積改善額を算出します。 

・現在価値化のための算出式は次の通りです。 

a ： 築後経過年数 

b ： 上記⑩年平均改善額 

c ： 現在価値化係数 c＝１÷（１＋d）a 

d ： 社会的割引率（0.04（4%）） 

 

⑫ 年平均改善額（現在価値化） 

・上記⑤、⑪より、年平均改善額（現在価値化）＝⑪累積改善額÷⑤使用年数      

（単位：円/戸・年） 

・以上より求めた戸当たり年平均改善額（現在価値化）を、当該住棟の住戸数分を積算し

て、住棟当たりの年平均改善額を算出します。年平均改善額がプラスであれば、LCC

縮減効果があると判断します。 

 

【設定条件】 

■修繕費 

修繕項目 経常修繕 外壁塗装等 鉄部塗装 排水設備 給湯器 浴室ﾕﾆｯﾄ

修繕費乗率（％） 0.26 4.10 0.13 1.15 1.73 5.41

修繕周期（年） 1 18 6 30 15 25

修繕項目 ﾚﾝｼﾞﾌ-ﾄﾞ 給水･給湯管 24H換気 屋上防水 流し台 建具(ｱﾙﾐｻｯｼ)

修繕費乗率（％） 0.7 4.03 0.13 1.21 1.04 1.23

修繕周期（年） 20 35 20 12 30 36  

 

■現在価値化係数：４％／年 

（後述の計算例においては計画修繕費として、小修繕、量水器、給湯器、外壁を修繕費算

出の対象とします。） 
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第１１章：ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

 

（３）本計画（１０年間）の LCC 算出 
   
  本計画では、長寿命化計画改善、改善事業、建替事業等の計画がないため 

 

  LCC の算出はありません。 
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よもっと団地（F棟）－１　（平成23年度建築)

 現況写真

外観1 外観2

屋根破損状況

外観3 外観４
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よもっと団地（F棟）－２  （平成23年度建築)

風除室 玄関

 現況写真

室内状況１ 室内状況２

室内状況３ 室内状況４
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洗面 トイレ

よもっと団地（F棟）－３  （平成23年度建築)

 現況写真

LDK 風呂

デッキ状況
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 現況写真

外観1 外観2

屋根破損状況

よもっと団地（K棟）－１  (平成24年度建築)
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よもっと団地（K棟）－２  (平成24年度建築)

 現況写真

室内状況１ 室内状況２

風除室 玄関
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よもっと団地（K棟）－３  (平成24年度建築)

 現況写真

LDK 風呂

洗面 トイレ
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外観４

屋根破損状況

よもっと団地（N棟）－１  (平成25年度建築)

 現況写真

外観1 外観2

外観3
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室内状況３ 室内状況４

風除室 玄関

よもっと団地（N棟）－２   (平成25年度建築)

 現況写真

室内状況１ 室内状況２
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デッキ状況 外壁状況

 現況写真

LDK 風呂

洗面 トイレ

よもっと団地（N棟）－３   (平成25年度建築)
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屋根破損状況 屋根破損状況

よもっと団地（集会場）－１ (平成26年度建築)

 現況写真

外観1 外観2
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 現況写真

室内状況１ 室内状況２

よもっと団地（集会場）－２   (平成26年度建築)
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よもっと団地（集会場）－３   (平成26年度建築)

 現況写真

台所 トイレ（女子）

トイレ（身障者） トイレ（男子）
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よもっと団地（Q棟）－１  (平成27年度建築)

 現況写真

外観1 外観2

屋根破損状況
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風除室 玄関

よもっと団地（Q棟）－２   (平成27年度建築)

 現況写真

室内状況１ 室内状況２
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 現況写真

LDK 風呂

洗面 トイレ

よもっと団地（Q棟）－３   (平成27年度建築)
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よもっと団地（D棟）－１  (平成28年度建築)

 現況写真

外観1 外観2

屋根状況

外観3 外観４
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よもっと団地（D棟）－２  (平成28年度建築)

 現況写真

室内状況１ 風除室

玄関
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洗面 トイレ

よもっと団地（D棟）－３   (平成28年度建築)

 現況写真

LDK 風呂

デッキ状況
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 現況写真

外観1 外観2

外観3 外観４

よもっと団地（O棟）－１  (平成29年度建築)

屋根状況
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よもっと団地（O棟）－２  (平成29年度建築)

 現況写真

室内状況１ 室内状況２

風除室

室内状況３ 室内状況４
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よもっと団地（O棟）－３   (平成29年度建築)

デッキ状況

 現況写真

台所 風呂

洗面 トイレ
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宮本住宅団地（２号棟）－１　 (昭和56年度建築)

 現況写真

外観1 外観2

外観3 外観４
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宮本住宅団地（２号棟）－２   (昭和56年度建築)

 現況写真

室内状況１ 室内状況２

室内状況３ 玄関
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洗面 トイレ

宮本住宅団地（２号棟）－３   (昭和56年度建築)

 現況写真

台所 風呂

屋根状況
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 現況写真

外観1 外観2

外観3 外観４

宮本住宅団地（３号棟）－１　 (昭和57年度建築)

屋根状況
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宮本住宅団地（３号棟）－２   (昭和57年度建築)

 現況写真

室内状況１ 室内状況２

玄関

室内状況３ 室内状況４
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宮本住宅団地（３号棟）－３   (昭和57年度建築)

 現況写真

台所 風呂

洗面 トイレ
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外観3 外観４

宮本住宅団地（６号棟）－１　 (昭和58年度建築)

 現況写真

外観1 外観2

屋根状況 屋根状況
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 現況写真

室内状況１ 室内状況２

室内状況３ 玄関

宮本住宅団地（６号棟）－２  (昭和58年度建築)
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宮本住宅団地（６号棟）－３   (昭和58年度建築)

 現況写真

台所 風呂

洗面 トイレ
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外壁破損状況

大館住宅団地（１号棟）－１   (昭和59年度建築)

 現況写真

外観1 外観2

外観3 屋根破損状況
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玄関

室内状況３ 風除室

大館住宅団地（１号棟）－２   (昭和59年度建築)

 現況写真

室内状況１ 室内状況２
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洗面 トイレ

大館住宅団地（１号棟）－３   (昭和59年度建築)

 現況写真

台所 風呂
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